








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年月 標題 巻 頁
１
２
３
４
５
６
８
２
１
１
７
３
８
０
１
１
６
７
１
１
１
２
３
３
Ｍ
皿
Ⅲ
肌
朋
Ⅱ
Ⅱ
９
正
正
正
正
正
正
正
正
大
大
正
大
大
大
大
大
大
大
大
ｒ
ｌ
Ｌ
大
Ｉ
糧食の充実に関する根本方策
塩の生産配給及価格等に関する根本方策
製鉄業の振興に関する根本方策
造船業の維持発展に関する根本方策
税制整理に関する根本方策如何
調査会に報告
答申案を参考案と決定
関税率の一般改正に関する根本方策如何
特別委員長(八條隆正）より会長に答申
案を提出
総会で議決し，内閣総理大臣に提出
政府部内に関税率改正委員会を設ける。
第５１回帝国議会に改正法律案を提出
６
６
６
８
８
８
243～245頁
248～262頁
383～551頁
449～451頁
452～458頁
458～461頁
地価問題と北海道の税務行政組織（14）（西野）６１
別表２臨時財政経済会議特別委員会等の経過
特別委貝会５１口ｌ
(Null～1５
小委員会７回
特別委貝会１回
(Nul6）
小委員会８１，１
特別委員会７１口］
（Nql7～
特別委員会ロ
（４
特別委貝会１１可
（Nq26）
小委員会’'''１
小委員会３１Ijl
特別委貝会ロ
）
特別委口会３ｐ
小委員会３
出典：「臨時財政経済調査会整理案」「臨時財政経済調査会特別委員会議事録」
内容 備考
第１次特別委員会及
第１次小委員会
(大96.1～1112）
(Nql-lO）
特別委員会10回
小委員会１回
調査順序決定
小委員会に付託
大8.12.24～第42議会召集
9.1.10ベルサイユ講和条約公布
9.2.26解散
9.5.10総選挙
第２次小委員会
(大9.11.19～12.24）
(小委員会６回） 直接国税の体系につき３案作成
第１案…一般財産税を創設し地租及営業
税を地方税に移譲
第２案…特別所得税を創設し地租及営業
税を地方税に移譲
第３案…現行地租及営業税に相当修正を
加え尚建物税及資本利子税を創設する
9.6.29～9.7.29第43議会（特別）
9780所得税法改正
9.12.25（～103.26）通常議会
第２次特別委員会
(大１０Ll3～4.28）
委員会５回
q 5）
さらに小委員に付託
第３次小委員会
(大10.4.28～68）
第１案を採ることを決定
第３次特別委員会
(大106.9）
員
q
地方税ならびに財産税及地租営業税以外
の直接国税も調査させることを決定
第４次小委員会
(大10.6.15～7.7）
員会８回 直接国税全部及地方税整理案を作成
第４次特別委員会
(大107.14～10.6）
委員会７回
( 23）
間接国税全部の整理案を小委員会に付託
第５次小委員会
(大10.1013～12.8）
小委員会10回 現行間接国税の制度ならびにその利害得
失を研究及間接国税全部の整理案を作成
大10.10.1税務署増設
大10・lL4原首相暗殺さる
10114～13内田臨時内閣
10.1112～11.26ワシントン会議
10.11.13高橋閣成立
第５特別委員会
(大10.1222～11.1.12）
員会２回
(Nq24～25回）
間接国税整理案を審議 大'0.1224～11325第45通常議会
第６次特別委員会
(大11.420）
員会 回
(
財産税及地方税の整理を討議，煙草専売
制度の調査を委託
大lＬ4.1国有財産法改正
第６次小委員会
(大114.27）
員会１回 煙草専売制度につき調査
第７次特別委員会
(大11.4.27～5.1）
特別委員会３回
(NoL27～29）
整理案を一応決定。営業税及所得税につ
き再査を委託
軍備縮少による剰余金及煙草専売の値上
げにつき付託決議
第７次小委員会
(大11.5.25～68）
員会３回 地租・営業税・所得税の再審議
第８次特別委員会
(大11.6.15）
員会１回
(Nq30）
地租・営業税・所得税の整理を決定し整
理案全部完成
大1166高橋内閣総辞職
計〔ほかに総会3回〕 員会30回
36回
大'2.9.1関東大震災
6２
別表３附帯決議の推移
①付帯決議（24回，大正10年12月22日朗読案）
曇二報告ノ直接国税及地方税整理案二於テ一般財産税完成ノ時迄地租及営業
税ノ約半額ヲ国税トシテ存置スルコトニ報告シ置キタルモ目下開催中ノ華盛
頓会議ノ結果軍備縮小ヲ実行スルコトトナリ財政上余裕ヲ生スルコトアラハ
此ノ余裕ヲ先以テ税制地整理ノ財源二充当スルコトトシ直二地租及営業税ヲ
全部ヲ地方税二委譲スルコト
②附帯決議（29回，大正11年５月11日）
－本整理案ハ諮問ノ趣旨ニ依り現在ノ歳入二増減ヲ来ササルコトヲ目標ト
シテ作成シタルモノナルヲ以テ財源ノ関係上地租及営業税ハ当分約半額
ヲ国税トシテ存置スルコトト為シタルモ理想トシテハ其ノ全額ヲ地方税
二委譲スヘキモノナル力故二軍備縮小ニ因り生スル財源ヲ以テ此ノ両税
ノ全部ヲ地方税二委譲セムコトヲ望ム
ニ間接国税二関スル税制整理ノ結果課税ノ権衡上ヨリ新二飴，「メリヤス｣，
「フエルト｣，化粧品，清涼飲料二対シ課税ヲ為シ約一千二百万圓ノ歳入
ヲ図ルコトヲ計画シタルモ若シ此ノ際他二適当ナル財源アルニ於テハ此
等ノ比較的大ナラサル新税ヲ創設スルハ税制整理ノ大体ヨリ通観シテ
「｢寧ロ避クヘキモノト認ム而シテ既二税制整理ノ財源トシテ酒類二対シ
或程度ノ増税ヲ為ス以上ハ之卜権衡上煙草二対シテモ若干値上ヲ為シ之
ヲ財源ト為スヲ相当トスヘシ今煙草値上二因り大正十年度二於ケル煙草
ノ売行高ヲ基本トシテ其ノ定価ノ平均二割程度ノ値上ヲ為ストセハ相当
消費減ヲ見込ミ約一千二百万円ノ歳入ヲ得へキカ故二｣」此ノ財源ニ因
り叙上新税ノ創設ヲ見合スヲ可ト認ム尤モ専売制度二関スル調査ハ本諮
問案ノ範囲外二属スルモ特二此ノ希望ヲ附加ス
（参考）、特別委員会での「｢｣」部分の原文
寧ロ避クヘキモノト認メラル而シテ専売事業二関シ調査スルニ将来煙草ノ売
行力大正十年度二比シ減少セサルモノト仮定シ其ノ定価ノ平均二割程度ノ値
上ヲ為ストセハ約一千二百万円ノ歳入ヲ得へキカ故二
地価問題と北海道の税務行政組織（14）（西野）６３
〔参考〕諮問第五号答申
諮問第五号ノ税制整理二関スル根本方策二付調査審議ノ結果左記ノ趣旨ニ依
り別冊整理案及答申候也
大正十一年七月二十日
臨時財政経済調査会長男爵加藤友三郎
内閣総理大臣男爵加藤友三郎殿
左記
税制ノ根本的整理ハ中央地方ノ財政上至大ノ影響ヲ及ホス而己ナラス国民
個々ノ利害ニモ亦極メテ重大ナル関係アルヲ以テ之力適確ナル方策ヲ定ムル
コト頗ル難事タルモ幸二特別委員会二於テ別冊ノ成案ヲ得タルニ依り政府ハ
更二其ノ利害得失ヲ攻究シ実際二付テ十分ナル調査ヲ遂ケ現下ノ財政経済ノ
実状二鑑ミ適当ナル整理ヲ実行セラレ可然卜認ム
別表４大正９年から10年にかけての札幌税務監督局管内税務署長の異動
大正９年３月
４月
10月
11月
広帯走網路劃河浦
７
走
蘭
川
網
室
上
都
内
室
寿
稚
根
知
館
知
萌
空
函
空
留
大正10年３月
9月
10月
小樽
網走， 釧路，帯広
名寄（新設)，滝川（新設)，稚内
